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他都市の景観整備機構の概要とヒアリング結果 

 
特定非営利活動法人 

京都景観フォーラム 

公益財団法人 

京都景観・まちづくりセンター 

公益財団法人 

静岡県建築士会 

公益財団法人 

練馬区環境まちづくり公社 

みどりのまちづくりセンター 

設立経緯 

・市民が主体となってまちづくりについて考え、動く

ことを目的とした「未来まちづくり 100 人員会」

のチームの一つから発足。「京都市新景観政策」の

導入があり、市民が賛否分かれ、市民の景観への関

心が高まったときであった。 

・京都景観・まちづくりセンターは市の外郭団体だが、

景観フォーラムは専門家団体として活動している。 

・バブルの崩壊で土地の価格が下がり、市内の町屋の

中にマンションが建つようになった。その結果、町

屋の住民（古くからの住民）とマンション住民（新

しい住民）の間で軋轢が生じるようになった。 

・町屋を守りつつ、地域が全体でまちづくりができる

ように支援する組織として設立。 

〈伊豆市の景観まちづくりの背景〉 

・東京オリンピックまでに景観の整備を進めることを

目標にしている。 

・伊豆半島全体が世界農業遺産に登録された。 

 

・区民発意のまちづくりを支援するための団体として

「練馬区環境まちづくり公社」が設立。 

・都市マスタープランやまちづくり条例を検討する中

で、協働のまちづくりを進めるため「みどりのまち

づくりセンター」を開設。 

法人化また

は機構指定

について 

・団体として信頼を得るためには NPO になる必要が

あった。 

・“景観整備機構”の名前で仕事をとることを目指し

た。指定から２年経過し少しずつ増えてきている。 

・機構に指定されてから仕事が増えた。 

— 

・現在、5 市町からの指定であるが、建築士会として

は静岡県全市町から指定を受けたい。 

・景観整備機構は景観行政の実行部隊である。 

・整備機構は行政が委託しやすく責任も大きい。継続

性も必要だが、公的に認められれる看板を背負った

ということが大事である。 

— 

主な事業 

【専門家派遣】 

・地区計画づくりや協議会を立ち上げたいというとき

に京都市まちづくりセンターから専門家派遣の形

での委託がある。（検討のプロセスの組み立てやア

ドバイスのみ、事務局は地域で行う） 

【景観整備機構の枠組みでの随意契約業務】 

・協議会立上げ済み地域のネットワーク事務局 

・地域景観づくり講座の企画運営 

【調査業務】 

・新しい施策のための基礎調査、実態調査 

【地域からの委託】 

・地域が出資して、協議会の組織化などを委託される

こともある。 

【自主事業】 

・京都景観エリアマネージメント講座（京都景観まち

づくりセンターと共同主催。受講生に町屋カルテ、

プロフィールの作成などを委託することもある） 

【京町屋の保存・再生】 

・景観重要建造物の指定提案 

・建造物の調査 

【人材育成】 

・京都まちづくり大学 

 受講生が町屋カルテ、プロフィールの書き手として

活躍している。 

【資金確保】 

・京町屋まちづくりファンド 

【自主事業】 

・町屋カルテ、プロフィールの作成 

・京町屋なんでも窓口 

【情報発信】 

・ニュースレター「京まち工房」 

【視察の受け入れ】 

・古い建物の利活用の事例を見に、タイやインドネシ

アなど海外から視察に来ることも多い。 

【人材育成】 

・地域文化財専門家、サポーター育成研修 

【建築士・職人・行政等のネットワークづくり】 

・静岡県ヘリテージセンター（SHEC）の運営 

【調査業務】 

・建築物調査 

【その他】 

・景観行政団体への働きかけ 

・瓦版連載 

・景観整備機構委員会の実施 

 

〈理念〉 

①地域密着…地域の人と一緒に考え、行動していく。 

②景観責任…構成員一人一人が景観を守り、考えてい

く責任があることを自覚する。 

③仕事連環…ボランティアとしてではなく、仕事につ

ながるものとして取り組んでいく。 

【ねりま景観まちづくり会議】 

・住民の発意をまちづくりのルールとしてまとめてい

く、テーマ型まちづくり協議会。 

・町内会加入率が５割を切るため、各テーマごとの協

議会を設置することで関心ごとに仲間を作っても

らう意図があった。 

【まちなみ協定】 

・まちづくりに関わることであればなんでも協定とし

て認め、段階的に区民の意識をまちづくりにつな

げていくことを目的とした。 

【とっておきの風景】 

・景観資源にたいしての “ラブレター”を目指した

事業。所有者にその資産の価値を認識してもらう

意味がある。 

【景観ストーリー】 

・景観を 15 件ほどピックアップし、所有者にヒアリ

ングののち、ストーリーとしてまとめ公開、区民

の投票。 

【自主事業】 

・ワークショップ、まち歩きなど 

⇒自主事業は委託事業と違い、“遊び”の部分ができ

るため、落としどころを決めずある程度自由に試

行することができる。 

業務の 

進め方 

・コアメンバーで進めるべきところと、オープンにす

るべきところのバランスが難しいが、事業によって

は特定の個人がイニシアティブを取ることで落ち

着いた。 

・実際に、お金が動く事業を進めることになったとき

は組織を見直すターニングポイントである。 

 

 

 

 

 

 

・現場職員は 13 名程度 

 

・委員会 7 名程度で事業を決定している。 

・事業計画を作成している。 

・中島先生が強力なリーダーとして組織を引っ張って

いった。 

・成果を出すために数、量を出した。 

・アクセルベタ踏みで進めたため、現在ガス欠？ 
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特定非営利活動法人 

京都景観フォーラム 

公益財団法人 

京都景観・まちづくりセンター 

公益財団法人 

静岡県建築士会 

公益財団法人 

練馬区環境まちづくり公社 

みどりのまちづくりセンター 

構成メンバ

ー 

・各地域における課題は他分野にわたるものなので、

さまざまな分野の専門家が必要であった。 

・ランドスケープ、デザイン、建設、元コンサル、市

役所職員、弁護士、行政書士 など 

・各業界内の景観に興味のある人に呼びかけた。 

【会費】 

・理事１１名、正会員２０名（会費 6,000 円）、賛助

会員４団体（会費 個人：4,000 円、団体：10,000

円） 

・建築系、不動産の専門家など他分野の専門家がいる。 

・まちセンでの勤務ののち、専門家として独り立ちし

ていくことを視野に入れているため、勤続は 5年が

上限となっている。 

・設立から関わっている担当者はいる。 

・市の職員は 2～3 年で変わり、プロパーは 5年が上

限のため、属人化しやすい業務についてはノウハウ

の継承が難しい。 

— 

・30 代女性が多い。 

・以前までは 5 年間の期間雇用だったが、正社員雇

用とした。 

他団体との

連携 
— 

・講座に講師として入ってもらうなど大学と連携する

ことが多い。 

・観光協会や商工会との連携はほとんどない。 

・静岡県全域を対象としているため、市民とのかかわ

りは薄い傾向がある。 

・観光協会や商工会などに認知され、仕事をもらうた

めには各協会の総会などに出て、PR する営業が必

要。 

・相手がどのような課題をもっているのかを対話から

得ることが大切。 

・建築士会などとの連携はあるが、あくまで一区民と

して関わってもらっている。事業のハンドリングは

まちセンで行う。 

活動資金 

1.会員からの会費 

2.まちづくりセンターからの委託費 

3.助成金 

・スタッフを養えるまでの資金は確保できていないた

め、現在人件費はゼロで実施している。 

・構成メンバーもフォーラム一本では難しく、本業と

並行しながらの活動が現実的である。 

・寄付金もその仕組みや見せ方を考えて集めるべき。

⇔ぼんやりとした目的では集まらない 

・運営資金：1億 5000 万円 

・市からの委託費 

・補助金等 

・県・市からの委託費 

・建築士会における会費 

・補助金等 

・区からの委託費 

・景観以外の事業での収益を財源として、景観整備機

構の業務を行っている部分もある。 

今後の展望 

・シビックエコノミーやソーシャルビジネスに踏み込

んでいく必要がある。 

 

・これからの業務としては、資産管理・売買などの不

動産業が必要となってくる。 

・景観とは市民の生活そのものであるため、生活や防

災などの活動を機構の活動としてどのように取り込

んでいくかもポイントとなる。 

・より一層の市民への活動の PR が必要である。 
— 

その他 — — 

【中標津型景観整備機構について】 

・景観計画の中にやるべきことはもう既にある。まず

はそのために必要なメンバーを集めることである。 

・さまざまな立場の人が議論できるアメーバのような

組織が望ましいのかもしれない。 

・まずいくつかのプロジェクトを立ち上げれば、それ

に伴って活動も動いていくのではないか。 

・ある程度の枠組みができれば、補助金や支援金など

も活用すれば動き出すことはできる。 

・中標津型は新しいやり方なので、応援したいと思う

人は多くいるはずである。 

— 
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宇治市の景観への取組について 

【景観への取組のきっかけ】 

・平等院鳳凰堂周辺の高層マンションの建設が問題となったことが発端となった。 

・もともとマンションが建ったエリアは建物の高さ規制などがなにもないエリアであったため、世界

遺産認定事務局や宇治市も危機感を持っていたが、土地の多くが地域住民が所有するものだったこ

となどから外部資本は入ってこないだろうと高をくくっていた。 

 

【修景についての助成制度】 

・歴史や文化的に価値があるかどうかは関係なく、今よりも景観を良くするもの、景観誘導の基準よ

りもレベルが高いものを対象としている。 

・対象物件は大学教員や色彩、建築などの専門家の集団である景観アドバイザーの会議などで審議さ

れる。 

【建造物の調査】 

・文化的景観悉皆調査を行った。 

・帝京大学の学生や西山先生など 

・「歴史まちづくり研究会」という宇治市に事務所または家を持つ建築士会の団体があり、独自に調査

している場合もある。 

 

【まちづくり協議会】 

・自治会を中心とした組織であり、まちづくり計画の策定や新たな建造物が建てられるときなどに該

当地区のまちづくり協議会に説明してもらうこととしている（義務ではない） 

・まちづくり計画については協議会で検討を重ねた結果、計画が無くても地域内でビジョンを共有す

ることができていると判断し、作らなかった地区もある。 

〈建造物の新たな造成における協議会との相談対応について〉 

・事業者の協議会への説明が義務ではないことは課題であると感じている。 

・市として事業者にはこの地区でのまちづくりの方針などは伝え、協議会にも伝えられる範囲で開発

などの計画については情報共有をしている。 

・さまざまな事業者と交渉しなくてはいけないので、協議会の負担が大きく、きちんと地区のまちづ

くり計画について事業者に伝えるスキルも求められている。 

〈その他の協議会の活動について〉 

・バス路線の廃線をきっかけに活動している協議会もあり、協議会の会費でバスの赤字を補てんした

り、地元のスーパーと連携しバスの利用促進のスタンプラリーなどの企画も実施している。 

 

〈課題〉 

・協議会の中で 10 年、20 年先のまちを考えることは難しく、直近で問題があるときには強く団結する

が、平時にどれだけ備えておけるかが大切である。 

・危機が迫っているときには既に手が打てないことが多い。 

・まちづくり計画も協議会だけで作成することは難しく、検討した結果を事務局の方で文章化、図表
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に起こす作業が必要であった。 

・協議会を構成する自治会自体が担い手不足などの課題から継続が難しくなっている。 

・まちづくりの計画を立てたあとのフォローアップが出来ていない。新しい地区でのまちづくり計画

をつくるよりも、現在の協議会やまちづくり計画のフォローを行った方が良いかもしれない。 

 

〈まちづくり協議会のポイント〉 

・協議会がうまく機能するかどうかは人材の有無による影響が大きい。積極的な会長はよく役所まで

来て話をする機会があるが、そうでないところはあまりうまく進んでいないことが多い。 

・自立した自治会として誇りをもってやっていることを行政としても認め、一目置いているからこそ、

“こうして欲しい”という「要望」ではなく“こうしていかなくてはいけない”という「提言」が

必要であることを協議会に理解してもらう必要がある。 

 

 


